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自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ 

（会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得） 
 

当社は、2023年12月５日付の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしましたので、下記のとおりお知ら

せいたします。 

 

記 

 

１. 自己株式の取得を行う理由 

今後の成長投資に備えた財務体質・手元資金を維持しつつも、負債性資金を活用した自己株式取得を

一定規模で行うことで、企業価値向上の観点で重要な課題と認識している資本効率の向上を行うため 

 

２. 取得に係る事項の内容 

 (１) 取得対象株式の種類   普通株式 

 (２) 取得し得る株式の総数  15,000,000株（上限） 

            （2023年11月30日時点の発行済株式総数（自己株式を除く。）に対する割合約15.63％） 

 (３) 株式の取得価額の総額  220億円（上限） 

 (４) 取得期間        2023年12月６日から2024年11月29日まで 

 (５) 取得方法        東京証券取引所における市場買付け（立会外買付取引を含む。） 

 

 (注) 市場動向等により一部又は全部の注文の執行が行われないことがあります。 
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 （ご参考） 

１. 当社は、2023年12月５日付の取締役会において、2030年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株

予約権付社債を発行することを決議しております。かかる調達資金の全額は、上記の自己株式取得

資金に充当される予定です。詳細は、2023年12月５日付の当社プレスリリース「2030年満期ユーロ

円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債の発行に関するお知らせ」をご参照ください。 

２. 当社は、取得する株式の総額を100億円相当とする事前公表型自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）

による自己株式取得を、2023年12月６日に行うことを決定しております。詳細は、2023年12月５日

付の当社プレスリリース「自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）による自己株式の買付けに関す

るお知らせ（会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得）」をご参照く

ださい。 

３. 2023年11月30日時点の自己株式の保有状況 

発行済株式総数（自己株式を除く。） 95,980,693株 

自己株式数    3,201,824株 

 

以 上 


